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研究成果の概要（和文）：　以下の３つのサブテーマ、すなわち、①中心地とゲイトウェイ都市の研究、②避難
行動と居住地移動の研究、③農産物の流通と風評の研究について、以下の調査を行った。
　①では、原発の過酷事故が地理的カタストロフであり、エクメーネの再概念化が必要であることを、学会で発
表した。②では、原発事故によって場所のスティグマ化が進んだことを英文論文集で発表した。③では、いわき
市の水産業の復活について調査し、国際学会で報告した。福島県に新たに出来つつある地域区分については、今
後の課題とされた。

研究成果の概要（英文）：  We studied the following sub-theme such as (1) central places and gateway 
cities, (2) evacuated behavior and residential migration, and (3) distribution of primary industry 
products and geographical rumor.
  First, we presented in the Annual Meeting of the Association of Japanese Geographers that the 
severe accident of Fukushima Dai-ichi nuclear power plants was considered the geographical 
catastrophe, needing the re-conceptualization of Oekumene. Second, we published the paper in English
 book of the famous publisher, taking into account of the stigmatization of the place Fukushima that
 has enforced some dis-communication between Fukushima Prefecture and others. Third, we investigated
 the recovery process of Onahama fishing industry in Iwaki city and delivered the poster of research
 results in Japan-Korea-China Joint Geographical Conference in English. However, the newly emerging 
regional division in Fukuhsima Prefecture has not fully been discussed among study members. 

研究分野： 数理地理学、経済地理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 東日本大震災の直後から、地理学の伝統的
な研究蓄積といかにリンクして、原発事故後
の福島における日常生活空間の諸問題を扱う
かを検討してきた。この結果、(1)研究代表者
のこれまでの中心地理論、近接性の分析の研
究蓄積を基礎に、(2)原発事故前の福島県内の
諸都市の中心地研究にも依拠して、(3)自然地
理学、経済地理学、社会地理学の研究者に福
島県の研究業績をもつ研究者を加えた共同研
究グループを組織し、原発事故による福島県
の「中心性」と「圏域」の変容を分析すること
にした。警戒区域の設定、高い放射線量のホ
ットスポットのみならず、交通遮断と住民の
避難行動に伴う役場移動、住居移動、学校移
動などが県内、県外で次々と発生し、経済的、
行政的、文化的な「中心性」が各地で変化し
た。福島県の伝統的な 3 地方区分（浜通り、
中通り、会津）が崩れ、「圏域」の再概念化が
必要になっている。 
 
２． 研究の目的 
 東日本大震災、特に福島第一原発の過酷事
故による広域の放射能被害を受けた福島県で
は、県内避難者 10万人、県外避難者 6万人が
現在も続いており、地震前には安定していた
各中心地と、それらを取り巻く圏域が大きく
変容した。この地域の変容は、福島県および
市町村のアイデンティティを揺さぶるもので
あり、今後の定住政策、地域開発、産業政策に
多大な影響を及ぼすと考えられる。 
 そこで、W.クリスタラーらの中心地理論、
福島県内で数多く行われてきた実証的な中心
地研究を基盤として、原発事故によって生じ
た県内各地の「中心性」と「圏域」の変容を、
商業・サービス機能、地域間連携、流域内の生
活連関、農産物流通、交通ネットワークにつ
いて調査し、新たに形成されつつある地域区
分が住民、施設立地にどのような影響をもた
らすかを解明する。 
 

３． 研究の方法 

(1)［概念と理論の再検討］ 人口移動の理論
には、一時的で数次の避難移動、世帯におけ
る母子のみの移動が概念化されていない。中
心地理論には、人口の急激な再分布、ゲイト
ウェイ都市に対応した概念がない。農産物の
地産地消、地域ブランドの概念では、直売所
や風評被害について分析することができない。
このように原発事故は既存の地理学の概念や
理論の再検討を要請しているので、これを共
同研究の最初に行う。 
 
(2)［調査の手法］ 原発事故後の人口移動は
一時的な様相が強く、仮設住宅や借上げ住宅、
親族・親戚との同居、住民票の届けを出さず
に行われる転居など、公刊統計では日常生活
の実態を十分に捉えきれないことがある。そ
こで、いわき、福島、郡山、会津若松などの県
内都市だけでなく、山形、新潟などの隣接県

の都市への１～２万人規模の避難住民の日常
生活空間の調査を、いくつかのサンプル世帯
に関して行う。 
 
(3)［分析の手法］ 震災前後の公刊統計によ
って、福島県内の中心性と圏域の変容を、い
くつかの計量モデル（時空間収束、ポテンシ
ャルモデル他）とＧＩＳの分析によって、主
題図として提示する。 
 
４．研究成果 
(1)2013年度 
３年間の共同研究を行う基礎として研究会

を２度開催し、先行研究のレビューと現地で
の資料収集を行い、各分担者のテーマを確認
した。その結果、今年度は、①原発事故前後の
福島県内の近接性変化と地域区分の分析、②
原発事故直後の避難者についての記事の分析、
③農産物風評被害の調査分析、④「福島」とい
う地名の地理的スケール論、について学会報
告を行うこととした。 
 先行研究のレビューでは、福島県内の中心
地研究が多数行われてきており、これらの研
究を基礎として、原発事故後の中心性の変化
を分析できそうであること、またスリーマイ
ル島やチェルノブイリでの過酷事故による避
難行動の分析事例を収集すること、さらに福
島県内の避難者行動、農産物流通での調査事
例が少ないことを確認した。 
 これをもとに、①では、鉄道・バス、自家用
車による近接性の分析を、原発事故前後で GIS
ネットワーク分析によって明らかにし、福島
県内の伝統的な地域区分の変容を、Q-分析に
よって明らかにした（図１、２）。その成果は、
国際学会１回、国内学会２回で報告した。②
では、原発事故直後に報道された地元新聞の
データベース、さらには避難者のブログから、
避難経路のデータベースを作成した。この分
析については、当時の社会的、地理的コンテ
クストをふまえた質的分析を今後も続けてい
く。③では、原発事故後の農産物の流通と「風
評」の関係について、具体的な調査を始めた。
その際に、収奪的でない調査という方法論も
含めて、国内学会で報告した。④では、理論的
な関心から、「福島」という地名が地理的スケ
ールによる複雑な機能をもっており、その集
合論的な分析を行った。国内学会で報告した。 
 

(2)2014年度 
第１年度の先行研究レビューに基づいて、

それぞれのテーマで３つの調査・研究を行っ
た。すなわち、①原発事故直後の避難者・学
校・役場の移動空間、②言説における「福島」
という地名の地理的スケール、③福島県産農
産物の流通、についてである。 

①では、福島県内市町村の鉄道・バス、自
動車による近接性の変容を時間距離データ、
ＧＩＳ分析、Ｑ分析を通じて明らかにして、
その結果を避難者・学校・役場の移動と関連
付けた。福島県内は、流域生活圏として浜通 



図１ 震災前（鉄道・バス）日常生活圏の
Ｑ地形図（学会発表⑪による） 

 図２ 震災後（鉄道・バス）日常生活圏の 
Ｑ地形図（学会発表⑪による） 

 
り、中通り、会津に分かれてきたが、原発事故
によって浜通りが分断され、また浜通りから
中通りへの避難者・学校・役場の移動によっ
て、新たな地域編成が起こった。以上の成果
を、全米地理学会にて発表した。 
 ②では、分析哲学の固有名論、地理的スケ
ールの社会構築論を用いて、「福島」という地
名の機能を「空間の政治」と結び付けて分析
した。マスメディアなどで「福島」が福島県と
いう行政組織・領域として固定して結び付け
られ、その結果、原発事故の地理的影響が過
小評価されてしまうだけでなく、家族やコミ
ュニティの間でも生じている放射能不安によ
る分断が起こっていることを示した。この成
果は、論文２編、研究会発表１回で報告した。 
 ③では、福島県産農産物の流通過程を、特
に放射線量検査と「風評被害」に関連付けて
調査するために、まず福島県の放射線量がマ
スメディア等でどのように伝えられ、場所イ
メージを作っていったかを調査した。また、
見えない放射線に不安を感じる地域で調査を
する際の方法について、「地元」「内部者」の観
点から考察した。この成果を、共著書の２つ
の章で論文として発表した。全体討議のテー
マであった地域区分論については、次年度に
持ち越しとなった。 

 
(3)2015年度 

①中心地とゲイトウェイ都市の研究、②避
難行動と居住地移動の研究、③農産物の流通

と風評の研究について、以下の調査・研究を
行った。 

①では、日本の都市システムの研究と、そ
こで用いられた計量的方法についてレビュー
を行い、学会報告を行った。その結果、都市シ
ステムの研究において推測統計の記述統計的
利用が重要であり、社会的関連性は「予測」で
はなく「理解」においても得られるとした。第
２年度に分析・報告していた、原発事故前後
の都市間近接性の研究について、英文論文を
引き続き執筆中である。 
 ②では、原発災害の避難行動について、特
にフィールドワークの方法論の観点から調査
を行い、国際学会での報告、共著書への分担
論文を発表した。その際、当事者をどう考え
るか、アウトサイダーとしての調査者の役割
は何かを考察した。居住地移動の分析結果に
ついては、昨年度の全米地理学会での報告を
ふまえて、英文共著書への論文投稿を行った。 
 ③では、福島市の空間放射線量の高い地域
での、放射能に関する自治体の情報発信と住
民意識について調査し、学会報告と共著書へ
の分担論文を発表した。このことにより、空
間放射線量の高い地域での情報発信と「風評」
の関係について考察した。 
第２年度に調査・分析した研究３編につい

て、英文論文での発表がまだなので、このた
めに使用予定の予算を次年度に繰り越して、
研究を続行することとした。 
 

(4)2016年度 
 今年度は、３年間の共同研究期間を１年延
長して、研究成果を発表する年度とした。英
語による学会発表、英文論文の発表の他、英
文雑誌への投稿論文の準備を行った。サブテ
ーマのうち、①中心地とゲイトウェイ都市の
研究、②避難行動と居住地移動の研究、③農
産物の流通と風評の研究について、以下の調
査を行った。 
①では、原発の過酷事故が地理的カタスト

ロフであり、エクメーネの再概念化が必要で
あることを、学会発表において幅広い検討を
行った。この中で、地表面をエクメーネ、アネ
クメーネの他に、放射能汚染地域に区分する
必要を論じ、印刷中の論文で発表した（図３）。
また、福島県内の中心地の地域構造が変化し、
いわき市、福島市、郡山市が警戒区域からの
避難者、原発修復作業の本拠地として、新た
なゲイトウェイ都市となりつつあることを示
した。 
 ②では、原発事故によって場所のスティグ
マ化が進み、このことが福島県とそれ以外の
県との間のディスコミュニケーソンを強化す
ることになったことを、英文の論文集で発表
した。これは、未発表となっている 2013年度
IGU 発表の英文論文を関連付けて、チェルノ
ブイリ原発事故の避難行動、場所のスティグ
マ化などの国際比較をする基礎を提供したと
いえる。 
 ③では、いわき市の水産業の復活をめぐる 



図３ 生態圏と太陽圏 
（中沢(2011)を参考に、水野作成） 

雑誌論文①による 
 
調査を行い、日韓中地理学会議にて英語によ
る発表を行った。原発事故後の日本の農産物・
水産物の貿易は東アジアにおいて外交関係に
も影響する重要現象となっているが、いわき
市での水産業のあり方と放射能検査について、
アンケート調査と聞き取り調査を行い、国際
的な検討を可能にする調査結果を提供した。 
 全体テーマである地域区分論については、
2014 年度の「福島」の地理的スケール論と、
2016年度の場所のスティグマ化論の研究によ
って断片的に検討されたが、今後の課題とし
て残された。 
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